
評価の枠組み  

（1）評価対象  

前期：個別事業の実施目標  

→進捗状況（アウトプット）評価  

後期：個別事業進捗状況（アウトプット）  

＋  

施策レベル・計画レベルの実施効果  

（アウトカム）  
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（2）評価の視点  

【行動計画策定指針】   

次世代育成支援対策推進において、利用  
者の視点に立った柔軟かつ総合的な取組み  
が必要  

」二ニコァ  

利用者の視点に立った評価指標の設定  

→点検・評価→施策の改善  

＝PDCAサイクルの実効性高める  

（3）評価方法  

◇成果を段階的に把握   

認知度→利用度→達成度（成果指標等）  

◇計画実施前の実績（ベースライン）と実施後の実績で   

評価  

◇計画実施途中も可能であれば実績把握  

◇前期行動計画実施前の実績把握していれば、前期   
計画の評価も実施  

◇PDCAの過程も住民・利用者に開かれた形で実施   

子育て当事者、子育て支援団体等の参画  
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＜評価指標のイメージ図＞  
施  策  個別事業レベ  

ルの評価指  
施芙レベルの評価指模（アウトカム）  計画全体の評価指針アウトカム）   

大項目  達成度  

標（アウトプッ 田               【認知度・理解度  既存統計データ   
意向虔等   既存統計データ  

地姐こおける子育ての支線  

【★子育てに関して不  
ファミリー・サポートセ、  
タ一事稟  ・地域のサービス・施設が利用しや  安さや負担感を持つ  

すいと感じる割合  畏ま者の割合】   

・支援の利用度  
子育て短期支援手蔓 （ショ （サービス対象者  

ートステイ事業）   ・支援内容の認知度  
地士引こおける子音  の割合）  

ての支援の充実  ・地域の子育て支援サービスなどの  ・現在の家庭・地域環  
・：三▲  ・支援目的の理解度  境において、もう一人  

ワイライトステイ事業）  ベルについても  子どもを産み育てたい  
同様  ・母子保健施策と地域の子育て支  と思う割合  

接サービスの連携が行われている  ●一世帯あたり子ど  
XX箇所  

菓  か  ・希望する子どもの数  
と現実の差   

通常保育事業  ×X  ◇児童のいる世帯の  

病児・病後児保育  XX箇所  母親の就業率  

延長保育事案  ヾ★■斥  
●保育所在所畢（公私別）  

【★希望した時期に保育サービスを  ◇出産、育児を理由  

休日保育事業  XX箇所  利用することができた利用者の割  とした離職者の割合  
保育サービスの充 実      夜間保育事業  合】  

XX箇所  

特定・一時保育事案  Xr箆所  
●待機児童数（年齢別）  

・保育サービスが利用しやすいと感   

‥・事兼   Xメ箇所  
じる割合  ◇「育児J、「子供の教  

…幸手   XX人  
青」に対する悩みやス  
トレスのある父母の割  

・手業   XX人   
ノゝ  

＜ポイント＞  

（D事業の進捗：予定通り事業が実施されたか  

アウトプット  

②事業の効果：取組によって環境変化が  

アウトカム  あったか  

◇客観的データによる把握  

◇利用者の視点（意識）に立った把握  

これだけで評価する訳ではない  

※注：利用者の視点＝親の視点（のみ）ではない  

子どものニーズし●＼かに把握するか  

→子育て支援者等の協力  
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【女性】働き方別地域の子育て支援ニーズ  

日中の集団での保育施設  

日中の在宅での保育サービス  

学校や幼稚園の時謝保育  

長時間の就労に対応した保青・・・  

短時間・不規則な就労に対応した保育・  

急な予定変更に対応した保専・  

子どもの病気時の保甘■  

教育支綴．  

子どもの栄養や健康面の管理  

子どもの不安や悩みの相談  

親の不安や悩みの相談  

親同士のネットワークづくり  

子育て支援に関する総合的情報提供  

子育てノウハウに関する研修  

父親の育児参加に関する支援   

子どもを遊ばせる場や機会の提供  

親のリフ助シュの場や機会の提供  

家事代行サービス  

わからない  その他              特にない  
0．0  10．0   20．0   30．0   40．0   50．0  60．0   70．0  

平成20年3月   出所：（財）こども未来財団  「企業における仕事と子育ての  

■ 企業と働く者   

企業とそこで働く者は、協調して生産性の向上に努めつつ、職場の意   

識や職場風土の改革とあわせ働き方の改革に自主的に取り組む。  

■ 国民   

国民の一人ひとりが自らの仕事と生活の調和の在り方を考え、家庭や   

地域の中で積極的な役割を果たす。また、消責者として、求めようとする   
サービスの背後にある働き方に配慮する。  

■ 国   

国民全体の仕事と生活の調和の実現は、我が国社会を持続可能で確   

かなものとする上で不可欠であることから、国は、国民運動を通じた気運   
の醸成、制度的枠組みの構築や環境整備などの促進一支援策に積極的   
に取り組む。  

■ 地方公共団体   

仕事と生活の調和の現状や必要性は地域によって異なることから、そ   
の推進に際しては、地方公共団体が自らの創意工夫のもとに、地域の実   
情に応じた展開を図る。  
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企業の取組を促進するため公的機関  

子育て支援の水準を認定する制度  

労働基準法の運用の強化   

子育てしながら働く人のネットワーク形成支援  

子育て支援状況が比較できる情報  

子育て支援の企業への表彰制度  

取組に消極的な企業へのへ○ナルティ導入  

取組に積極的な企業の優遇策導入  

子育て支援に関する苦情を受ける機関  

子育てとの両立に関する相談窓口  

企業の子育て支援に関する研修会  

優良取組み事例に関する情報提供  

従業員のニース●を企業に提供するサービス   

人事・福利厚生担当者のネットワーク形成支援  

コンサルティンゲ・アド／＼●ィサ■一派遣支援  

その他  

特に期待することはない  

出所（財）こども未来財団「企業にお  
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